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1.序
韓国国内の偽の法科大学と比較して，韓南大学校法科大学は次のような独特なニ
つの特色を持っている。
1.法科大学に特許法学専攻の学科を設けている点
2. 科学技術法研究院を持っている点
以下では韓南大学校法科大学において特許法学という専攻学科を設置して運営す
るようになった経緯と現在の状況， これまでの教育課程の運営に対する評価， これ
からの発展方向等について探ってみようと思う。
I.特許・知的財産権法学教育の目標と現況
1.大田・忠清地域において特許法分野の専門家を
養成しなければならない必要性
ア.大田地域の特性一一総合的な科学技術・特許都市
(1) 大田地域は，特許庁・特許法院など特許関連の国家機関および科学技術研究
開発のメッカである大徳研究田地主近瞬の五松生命科学研究団地が位置する総合的
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な科学技術と特許の都市である。
大徳研究回地
科学技術研究・開発
審査・審判官の出席，弁論
(決定系審決取消訴訟)
特許技術情報資料
提出婆求，共荷利用要求
(2) 大徳研究団地および大徳バレーの現況 (2003年 12月末基準)
(大徳研究団地の面積は約 840万坪)
(3) 五松生命科学研究団地の現況
也 大田近隣の清原郡五松地域に建設する約140万坪の五松生命科学研究鴎地に
は会品医薬品安全庁，間立毒性研究院，溜立保健院，誘議体研究所，保健産業
振興院および保健産業情報センター等の国家機関と生命工学，新薬，食品開発
など生命科学分野のベンチャー企業と研究所が入居する予定
イ.大田地域の特許業界の現況一一特許・知的財産権法分野の専門家の不足
@ 大田に特許法院と特許庁があるにもかかわらず，特許・知的財産権分野に対
する法律サービスを提供する弁理士や特許専門の弁護士の数は，少ない(約
40人内外)。
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@ その原因の一つは，弁理士または弁護士事務所が必要とする中堅専門家の供
給不足と分析される。
2.特許・知的財産権法分野の人材需給の展望
ア.特許・知的財産権分野の専門家の特殊性
@ 法学と科学技術の二つの分野の専門知識が必要。
@ 分野別専門化(機械，化学，電気電子，コンピューター，通信，生命科学な
ど)
知的財産権の専門家
知的財産緩法学十科学技術の知識
知的財産権法学の知識
特許法，商標法，怒匠法，
新知的対E主権法等
科学技術の知識
IT. BT，化学，機械等
イ.韓国の特許・知的財産権分野の人材需要の現況
(1)民間分野
A.上級専門家
@ 特許専門の弁護士一一特許訴訟の担当，科学技術分野の知識はなし
@ 弁理士一一全般的な法学知識の不足，特許侵害訴訟は担当できない
@ 企業が要求する国際的な特許紛争の処理および予訪
一一盟内の特許弁護士伝や弁理士では解決しがたい
一一外国の特許弁護士の資格者 (PatentAttorney)に依頼
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B.中堅の専門家
@ 弁理士事務所の職員(明細書の作成の補助)，特許専門の弁護士の補助者，
企業，研究所等の特許管理の担当職員
一一体系的な教育はなし， もっぱら職場内の教育 (OJT)に依存
(2) 政府の分野
A.上級専門家
事 特許庁の審査官・審判官 (5級以上)一一技術考試，理工系博士特別採用，
弁理士試験の合格者の特別採用，行政考試(商標・意匿)，内部昇進
母 特許法院の判事一一司法試験出身
骨 法院の技術審理官および技術調査官一一特許庁の審査・審判官の派遣
B.中堅の専門家
@ 特許庁の審査・審判事務の補助者，出願・登録・電算管理の人材
申 特許法院等の裁判事務の補助者
ウ.韓国の特許・知的財産権分野の教育の現実
A.短い知的財産権法学の歴史一一特許法専門の法学教授の不足
B.体系的な知的財産権法の教育がなかった
@ 弁理士等の上級人材の養成一一弁理士試験を通じて輩出
一一理工系出身者が主に弁理士試験の専門予備校で勉強する
一一受験を主とする非体系的な特許・知的財産権法学の教育
@ 弁理士事務所の職員など中堅人材の養成一一教育システムなし
一一弁理士試験lこ応じた理工系の卒業者等が弁理士事務所に入所の後， On 
the Job Trainingの方式で仕事を習う。
c.韓関内の I大学校法科大学における知的財産権法学の教育の事例
@ 技術的な特伎を無視した法学のみの教育
一一複数専攻を誘導・奨励しないため，科学技術分野の専門知識を習得させ
ることができない。
@ 伝統的な法学理論を主とする教育
124 
(報告2)特許法学教育の現況と発展方向
一一就業(卒業)と同時に現場の業務 (Task)を直ちに潟化できる実務能力
を養えない。
@ 特許・知的財産権法学教育の結巣
一一法科大学の知的財産権法の専攻者は，弁理士試験に合格できない。
一一一般の卒業生は，就業しでも企業の特許部箸や特許法律事務所などの特
許分野の使用者 (Employer)の要求 (Needs)tこ応えられない。
D.アメリカの特許・知的財産権専門家の養成→ロースクーノレ制度
@ 大学課程で理工系を専攻して，科学技術の知識を習得十専門大学院課程で
あるロースクーノレに進学して，法学知識を?習得
→科学技術知識と法学知識を兼備した特許・知的財産擦の専門家
エ.大田地域の特許・知的財産権分野の人材需給の展望
一一特許・知的財産権分野の中堅専門家の市場状況を中心に
(1) 中堅専門家に対する需要 (Demand)の側面
A. ソクノレの大型特許法人が大田に支底事務所の開設を?希望
@ 特許法院の訴訟事件と特許審判院の審判事件の遂行が尽的
一一特許出願 (Application)の段階では特許庁の本庁(大国)への訪問は
必要でない(電子出願システム， ソクノレの事務所の利用で充分)
@ 外国の取引先lこ対する宣伝効果(大田に事務所があることを広報)
@ 大徳研究団地，忠清及び嶺南・湖南に所在する企業の特許出願の受任
@ 少数の特許法人は，すでに大尽に事務所を開設。今後の予想、
B.弁理士事務所の新規開設の可能性
. (家族がすでに大田に定住している)特許庁退職審査・審判官または大関出
身 (KAIST等)弁理士試験合格者が大田で開業する可能性
一一将来の特許都市にいち竿〈定住。安い人件費や建物賃貸料などに利点、
C.大田・忠清地域の既存の弁護士の特許業務新規取扱希望
@ 法律サービス業務の領域を広げるため，弁理士で登録する傾向
@ 既存の大部分の弁護士は，科学技術分野の専門知識がない
一一他人の能力を借りて自分の業務領域を広げようとしている
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一一弁理士または特許業務を扱うことのできる中擦人材の藤周を希望してい
る
(2) 中堅の専門家に対する供給 (Supply)の側面
A. ソクノレの特許法人が大田に事務所を開設する場合
一一大田に地域縁故のある弁理士や職員を選抜して送り込む
B.新規に開業する審査・審判官出身と弁理士試験の合格者の場合
@ ソクノレ所在の大学でも特許の専門家を体系的に育成する教育課穏がない(弁
理士試験に合格した理工系の卒業者等が弁理士事務所に入社の後， On the Job 
Trainingの方式で仕事を習う)
@ 大田では訓練された中援専門家が全くいないため，人材の引き抜きが不可能
である
一一中堅専門家の確保の問題は特許法律事務所が新規に開業する際の最大の
問題点
ほとんどの場合，新規に採用した職員を弁理士自身が直接Onthe Job 
Trainingの方式で訓練させる
(3) 中堅専門家の需給状況に隠する総合的な判断
@ 現在も大団地域の中堅専門家に対する需要は，相当数，存在する
一一過去には需要を充足させる特許分野の中怒人材養成システムがなかっ
7こ。
@ これまでは，かつて特許庁のあったソクノレの江南駅の周辺と西草澗の法曹タ
クンを中心lこ，弁理士または弁護士の特許法律事務所が密集して特許タクンを
形成してきたが，
@ 今後，長期的には大田の特許庁と特許法践を中心に特許タワンが形成される
だろうから，大田の特許タクンの形成による特許・知的防産権分野の中堅専門
家に対する需要は継続的lこ発生すると思われる。
@ したがって，体系的な教育・訓練システムをもって使用者の要求 (Needs)
を充足させる中堅専門家を養成すれば，人材の需要は継続して発生するように
恩われる。
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オ.大沼地域の特許法学教育の役割と使命
特許タクンの形成に必要な特許・知的財産権の専門家の養成および供給
(1) 漂工系の科学技術と知的財産権法の知識を兼備した専門家の養成
(2) 市場の婆求 (Needsof Market)に応えうる専門家の養成
就業(卒業)と同時に現場業務(技術分野の明細書の作成業務等)が直ちにでき
る実務能力の養成
(3) 産学協力の教育・訓練システムによる専門家の養成
@ 法学専攻の教授の教育・訓練能力だけでは限界
• Outsourcingの必要;現場の理工系の実務専門家の能力の活用
理工系の研究所の研究員，特許庁の審査・審判官，特に理工系出身の弁
理士，地域の弁護士念講師として積根的に招聴・活用しなければならな
し、。
3.韓南大学校法科大学の特性化の戦略
ア.科学技術法研究院の設置と運営
韓南大学校は， 1995年に法科大学内に科学技術法研究所(現在の科学技術法研
究続)を創設して，科学技術法に関する研究を開始し，順調に運営している。
イ.特許法学専攻学科の設置と運営
@ 韓南大学校法科大学は， 2000年に知的財産法学専攻課程 (2003年に特許法
学専攻に名祢変更，定員40名)を設置して，特許・知的財産権法を中心lこし
た法科大学教育を推進してきた。
@ 法科大学内の特許法学の専攻課程では，特許法，商標法，意匠法，著作権法
など法学科目と，自然科学概論，特許出願実務，特許情報検索活用，特許明細
書作成実務，特許争訟法などの実務科包を隠設し，特許・知的財産権分野の理
論と実務に対する教育を行っている。
@ アメリカ式の専門法学教育の試み→わが閣では， まだロースクーノレ制度が
導入されていないところ， この状況下で，アメリカのように法学と理工系の科
学技術分野を向時に教育する教育システムを構築して運営すれば，その卒業生
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は競争力を確保することになろう。
4.韓南大法大の特許法学専攻学科の教育の現況
ア.韓南大学校法科大学の教育目標
(1) 実務能力を備えた法律専門家の養成
(2) 国際化された法律専門家の養成
(3) 科学技術法専門家養成
イ.特許法学科の教育目標
(1) 科学技術・特許都市が要求する特許・知的財産権専門家の養成
(2) 実務能力を備えた特許・知的財産権専門家の養成
(3) 国際化された特許・知的財産権専門家の養成
(特許法学科の教育呂標〉
ウ.特許法学専攻学科の概要
o 2005年度まで韓南大学校法科大学の毎年度の入学定員は 160名で，その構
成は法学専攻80名，特許法学専攻40名，夜間の法学専攻40名になっていた。
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• 1学年は法学部の共通課程で，専攻課程は学年を終えてから選択し， 2学年
へ上がる時に専攻が分けられる。
• 2006年度からは入学定員を 155名に減らすと同時に，夜間課程をなくし， 1 
学年の共通課程を終えると， 2学年から(一般)法学専攻 (105名)と特許法
学専攻 (50名)に分けられる。
• 2003年9月に，特許法学科では， ソワノレ大学校で理学博士学位(専攻:半
導体物理学)な取得して特許庁で特許審査業務を担当した審査官出身(弁理士
資格者)の金溶植教授と，アメリカの WashingtonUniv.で特許法分野で法学
博士(JふD.) 公取得した法曹実務経験のある弁護士出身の羅鍾甲教授を，特
許法学科の教授として迎え入れ，特許法及び知的財産権法専攻の教授のみで合
計4名の教授を擁している。
エ特許法学専攻運営の具体的な戦略
(1) 特許法学専攻の学生に対する就業戦絡
A.資質の優秀な少数の学生
弁理士，特許専門弁護士，特許庁審査官，特許法院判事等上級の特許専門家とし
て養成
B.一般の大多数の学生
特許法律事務所の職員，企業や研究所の特許管理部署の職員等，中堅持許専門家
として養成
(2) 特許法学専攻の学生の就業に儀えた教育方針
A.特許法学専攻の学生に複数の専攻を奨励して，理工系の科学技術分野と知的
財産権法分野の知識を兼備した専門家を養成する。
B.市場の要求事項 (Needsof Market)を充足させる専門家の養成
就業(卒業)と問符に現場の業務(技術分野の明細書の作成業務など)が直ちに
できる上級または中堅専門家を養成する。
C.産学協力の教育・訓練システムによる専門家の養成
特許庁の審査・審判官，地域の理工系出身の弁理士，弁護士を兼任教授・講師と
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して積極的に招聴・活用する Outsourcing戦略を利用して，現場実務専門家の能力
を最大限活用する。
オ.特許法学専攻の教科課程
(1) 2002年の入学生から今まで適用してきた教育諜程の概要
教育目標 教育課程
科学技術と法，情報社会と法，特許・実用事庁
科学技術・特許都市が要求する特許・知的 案法，商標法，意夜法，著作権法，不正競争
財産権専門家の養成 防止及び営業秘密保護法，自然科学概論1，
自然科学概論I，新技術と知的財産権
笑務能力を備えた特許・知約財産権専門家 知的財産権傍報分類・検察，知的財産権出願・登録実務，特許明細芸書作成実務 1，A霊祭財産の養成 権審判・訴訟実務，特許明組審作成実務I
国際化された特許・知的財産権専門家の養 著作権国際条約論，産業財E主権国際条約論，
成 康幸聖書寄読I・I
(2) 2002年度の入学生から適用してきた特許法学専攻の関設教科白
〔次頁表参照〕
II.特許法学専攻学科の運営に対する
評価と改善方向
1.特許法学専攻学科の運営に対する評錨
ア.教育目標
犠考
• 21世紀の科学技術競争時代，特許競争時代に備え，特許・知的財産権法分
野の専門家の養成は必要一一特許法学専攻の教育毘標は妥当である。
@ 大間は，大徳研究居地や特許庁・特許法院・霞際知識財産研修続などの特許
関連機関を保有し，世界的な科学技術・特許都市として発展しようとしてお
り，従って地域社会が要求する特許・知的対藤権の専門家を養成することは，
大国・忠清の地域社会の要求にもよく合致する。
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学年 学期 特許法学専攻
1 1 法学概論 (3)，基礎法律英語1(2) 
(学部
基礎) 2 民法総長リ (3)，基礎法律英語I(2)，科学技術と法 (2)
学年 学期 専攻必須 専攻選択 学点計
怒法1(3) 物権法 (3)
I 刑法総論 (3) 商法総員百・施行為法 (3) 20 
著作緩法 (2) 自然科学概論1(3) 
情報社会と法 (2)
2 主憲法I(3) 
自然科学概論I(3) 
2 特許・実用新案法 (3) 刑法各論(3) 21 債権法総論(3)
行政法1(3) 
会社法 (3)
行政法1(3) 
商標法 (3) 刑事訴訟法(3)
I 民事訴訟法1(3) 長室権法各論 (3) 20 原審議読1(2) 
関際法 (3)
3 意匠法 (3)
原審議読I(2)# 
民事訴訟法I(3) 
2 家族法 (2) 16/18 
不正競争防止および営業秘密保護法 (2)#
法哲学 (3)
知的財産主権出綴・登録笑務 (3)
特許明級言書作成実務1(2) 
産業財産権審判・訴訟実務 (3)
庭菜財産量権問際条約議 (2)
l 技術移転法 (2)# 14/18 新技術と知的財産権 (2)#
知的財E主権管理論 (2)#
税法 (2)#
4 労働法 (3)
特許明細書言作成実務I(2) 
知的財産主権情報分類・検索 (2)
著作権国際条約総 (2)
2 特許法Seminar(2)# 10/14 
喜善襟・窓校法Seminar(2)# 
著作権法Seminar(2)# 
法曹倫現 (2)#
(参考>#が付いた科目は隔年制の設霞科自である
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イ.教授陣
@ 特許法学専攻の教授障のうち 3人(申雲;換，羅鍾甲，金瑠槌教授)は，特
許・知的財産権法の分野に関する学問的な講義能力のみならず弁護士・弁理士
などの専門資格と実務経歴をもっている。
@ 特許法学の専攻学生が卒業後直ちに就業現場で実務佐取り扱える能力を養成
することのできる教授能力のあることは，全国約にも緯南大法科大学の特許法
学科の教授障がもっている代表的な強みである。
@ 本校の法科大学は，学長(日本でいう学部長)と専攻主任教授を中心とした
学科の教授障のチームワークがよく，教授の任用手続が客観的で公正に行わ
れ，専任教授の専攻分野別および出身大学別の構成が合理的である。
@ また研究業績と研究費の受託実績，校内・外の活動実績もすぐれている。
ウ.教育課程
@ 教科課程は完獲であるとはいえないが，理論と実務科目が適切に配置され，
比較的よく構成されていると評価されてきた。
ヱ.学生
(1 ) 多数の学生が複数専攻を試みることを回避する
@ 特許・知的財産権法分野の専門家になるためには，学生らは科学技術分野に
関する専門知識も備えなければならず，そのためには法学分野と科学技術分野
を複数専攻しなければならないところ，
@ 法科大学に入学する学生の圧倒的多数が高等学校の持，文科のクラスで勉強
した学生であるため，大多数の学生が法学とともに科学技術分野そ複数専攻し
ようと試みない。
(2) 多数の学生の外関語の読解および運用能力の不足
@ 特許・知的財産権法の専門家になるためには外国法に関する書物と文献を読
み理解する必要があるが，学生の語学能力がこのレベノレに至っていないため，
学生の進路の開拓および就業に結びつかない。
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(3) 学生の進路選択と就業の現況
A.上級の専門家の輩出 まだ成果は微々たるもの
@ 資質の優秀な極少数の学生は複数専攻を試み，弁理士試験や司法試験に挑戦
して弁理士または特許専門の弁護士になろうとしているが，まだその数が少な
いため，成果は微々たるものである。
B. 中堅の専門家の議出一一相当な成果
@ 一般の大多数の学生は科学技術分野の複数専攻を断念して，弁理士試験や司
法試験への挑戦ぞ放棄している。
@ その代わり，特許・知的財産主権法分野と(一般)法学を複数専攻または副専
攻にして特許法学士と(一般)法学士のニつの学士学位を取得するか， または
もっぱら特許・知的財産権法の分野のみを受講している。
@ しかし，弁理士事務所(特許法律事務所)や金業・研究所の特許管理部署，
韓国特許情報院などで， (複数専攻を必要としない)商襟・意匠担当の職員や
知的財産擦の管理業務の職員営選抜する場合，本校出身の特許法学専攻者が有
利に扱われたりする。また推薦を依頼してくる場合も多いが，希望者がないた
め依頼に応じることができない場合も相当数寄在する。
2.特許法学科の運営に関する改善方舟
ア 問題点解決のための方法と障害
@ 多数の学生が複数専攻を試みず，また多くの学生の外閑語読解・運用能力が
不足して，上級専門家主?養成することができない。
@ このような問題点を改善するためには，高等学校在学時に，優秀な理科のク
ラスの学生が法科大学の特許法学専攻を志願するよう特別な対策をとる必要が
あるが，入試制度上，極めて難しい。
@ 優秀な理科のクラスの卒業生が特許法学専攻を志願するように誘導すること
のできる特別な奨学金支給，広報活動さらにはプログラムが必要であるが，ま
だ十分ではなし学生寮などの学生のための厚生施設も蒸しく不足している。
イ. 2006年度の特許法学専攻の科目編成の改善
母 2001年から 2005年までの教科課程により得た経験をもとに 2006年度入学
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生から適用される新しい教科課程が，次のように運営される。
(1) 料自認獲の概婆(案)
A.特許関連実務科尽の統廃合，新設等
骨 “知的財産主権情報分類・検索"科目を廃止する(内容は“特許出願・審査・
登録実務"科目に含ませる)
@ “技術移転法"廃止(内容は“知的財産権管理論"に含ませる)
事 “産業財産権悶際条約論"と“著作権国際条約論"を“知的財産権国際条約
論"に統合する
@ “特許明細書作成実務1. I"を“特許明細書作成実務"，こ統合する
母 “特許・実用新案法"な“特許・実用新案法1• I"に分離する
@ “特許・意匠図間作成実務 (CADを含む)"を新設する
@ “知的財産権政策論"科目を新設する
B.特許法学専攻lこ必要でない開設科目の廃止
@ 情報化社会と法，税法，労働法，法哲学などの科目を廃止する
C.知的財産権関連の外悶語科目の新設
@ “知的財産権臼本語 1. I"科目を新設する
D.必須科目と選択科目の調整
@ 物権法とデザイン保護法(意匠法)を必須科目として，刑法総論と民事訴訟
法を選択科目とする
E.知的財産権関連科目と一般法学科目の受講時期の調整
@ 知的財産権法の科目をなるべく低学年に，一般法学科目のうち選択科目との
関連の少ない科目をできるだけ高学年に割台当てる
(2) 2006年度の特許法学専攻の開設教科目(案)
〔次頁表参照〕
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2006学年度特許法学専攻開設教科目(案)
学年 学期 終許法学専攻
1 l 法学概論 (3)，基礎法律英語1(2)，科学技術と法 (2)
(学部
基礎) 2 民法総別 (3)，完憲法1(3)， ~毒礎法律英語 II (2) 
学年 学期 専攻必須 専攻選択 学点言十
自然科学概論1(3) 
l 
物権法(3) 刑法総論 (3)
17 特許実用新案法1(3) 言霊法I(3) 
知的財E主権日本語1(2) 新設
2 自然科学概論I(3) 
特許実用新案法I(3) 
2 商標法 (3) 行政法総論 (3) 17 
刑法各言語 (3)
知的財産権日本語I(2) 新設
民事訴訟法1(3)一一選択科目に転換
Design保護法 (2) 知的財産主権出綴・審査・登録実務 (2)
1 僚機法総論 (3) 18 著作権法 (2) 行政救済組織法 (3)
商法総則・碕行為法(3)
3 民事訴訟法I(2) 
特許明細書作成実務 (2)
2 
不正競争防止および営業秘密保護法(2)
14 新知的財産権法 (2)一一名称変更
後援法各論 (3)
会社法 (3)
知的財E主権答申ij.訴訟実務 (2)
特許 .D出 19n間関作成 (CAD)(2) 
l 
刑事訴訟法 (3)
14 殴際緩済環境法 (3)
商標・慈E宝法Seminar(2) 
原書言語読1(2) 
4 特許法Seminar(2) 
知的財産主権政策論 (2)
著作権法Seminar(2) * 
2 原書諮読I(2)* 10/14 
知的財産権管理論 (2)*
知的財産権閣議員条約論 (2)一一統合*
家族法 (2)
学点計 13 77/81 90/94 
* 隔年開設科目
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IV.特許・知的財産権法学教育の発展方向
一一ロースクーノレ制度の導入に関連して一一
1.科学技術法・知的財産権法専門
ロースクーノレへの特化の推進
ア. ロースクール制度の導入の可能性
最近，‘司法改革推進委員会'がロースクーノレの導入案を議決して，教育部が法
案を立法予告しているところである。
しかし，法案の国会での通過が不透明で，また実質的，具体的な絡部の事項がほ
とんど未解決の状態で， ロースクーノレ制度の導入はまだ不透明な状態にある。
万一，ロースクーノレ制度が導入される場合には，韓南大学校としても当然ロース
クーノレの設立認可営得るために最善の労力を尽くしていく。
イ.知的財産権・科学技術法専門ロースクールへの特化の推進
ロースクーノレ制度が導入される場合，韓南大学校が推進するロースクーノレの設立
及び運営戦略は，科学技術法・知的財産権法専門のロースクーノレに特化することで
ある。
韓薦大学校法科大学は， 1980年9月に崇回大学校の大田キャンパスに法経大学
法学科として設置・認可され， 1996年に法科大学法学科， 1999年に法科大学法学
部に漸次拡大・改編されつつ今日にいたった。
2000年 8月24日に発表された韓国大学教育協議会の“全国法学分野評価"によ
る総合評価では“優秀"法科大学，領域別評価では2つの領域(教脊目標および成
果，学生/教育課程および授業)で“優秀"評価を受け，中部圏で第 1位，全国で
は第 15位の評価を得た。
2000年9月27日に発表された中央日報の全国法学科評価では，教授研究実績分
野で全盟第7位(中部圏第 1位) !こ評備された。
他方， 1995年に法科大学内に科学技術法研究所(現在の科学技術法研究院)を
創設して科学技術法分野の研究に多くの成果をおさめ， 2000年には知的財産法学
専攻課程 (2003年に特許法学専攻に名称変更)守新設して，特許・知的財産権法
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分野を法学教育の特徴的分野としてきた。
すでに，韓南大学校法科大学の特許法学専攻学科では，特許法，荷標法，意匠
法，著作権法など法学科目と自然科学概論，特許出願審査実務，特許情報検索・活
用，特許明細書作成実務，産業財産権審判・訴訟実務などの実務科目を開設運営し
て，特許・知的財産権分野の理論と実務に対する全般的な教育ぞ実施しており，科
学技術法・知的財産権法専門ロースクーノレとして特化するのに最も有利な立場にあ
る。
2. ロースクーノレに転換する場合の
特許法学の教育方法
ア.最高の知的財産権・科学技術法専門ロースクーんとして飛躍する機会
韓南大学校がロースクーノレの設立認可を受け，ロースクールへの転換に成功する
と，韓南大学校のロースクーノレは韓閣内の最高の知的財産権・科学技術法専門の
ロースクーノレとして飛躍する機会を迎えることになろう。
(1) 科学技術法研究院の研究実績と特許法学科の運営の経験の活用
これまで蓄積されてきた科学技術法研究院の研究実績とこの間運営されてきた特
許法学専攻学科における教育経験全活用すれば，科学技術法・知的財産権法専門の
ロースクーノレに特化するのに一番有利な立場にある。
(2) 優秀な理工系の学士をロースクールに誘致する可能性
韓南大学校がロースクーノレの設立認可を受け，ロースクールへの転換に成功する
と，韓国科学技術院 (KAIST)の学部課程の卒業者など優秀な理工系学士が韓南大
学校のロースクーノレに志願する可能性が高い。
現在，韓国科学技術院 (KAIST) は多くの学生が体系的な法学教育を受けずに
(休み期間中にソクノレの弁理士試験対策専門予備校で受講する方式で)独学で弁理
士試験を準備している。
実際，韓国科学技術院 (KAIST)は，ソクノレ大学校に次いで弁理士試験の合格者
ぞ多数輩出している。
ロースクーノレ制度が導入されれば，弁理士試験を毘ざす韓冨科学技術競 (KAIST)
の学部課程の卒業生は，特許専門弁護士や弁恕土になるためロースクーノレに進学す
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ることになるだろう。
この場合，首都聞に比べて生活費が少なし特許庁・特許法院・国際知識財産研
修院(従前の特許研修院)等すべての特許関連の国家機関が集まっている大田閣に
ある，知的慰産権法・科学技術法専門ロースクーノレに特化する韓南大学校ロース
クーノレを選択する可能性は高い。
(3) 教育方向の転換一一特許・知的財産権法分野の高級の専門家の養成
このように優秀な理工系の学士が韓南大学校のロースクーノレそ志願する場合， こ
れまで解決しにくいことであった複数専攻の開題と外国語読解・運用能力の問題も
一挙に解決される。
この場合，韓南大学校ロースクーノレはこれまでのように特許・知的財産権法分野
の中堅人材の養成にカを注いできたのとは異なり，特許専門の弁護士や弁理士など
の上級専門家の養成を目標として特許・知的財産権法学の教育営実施することにな
るだろう。
イ. 口ースクールにおける特許・知的財産権法学教育の課題
(1) 司法試験等に合格するよう準備させる教育
ロースクール入学者の第 1の目標である司法試験や弁理士試験に合格できるよう
教育を実施しなければならない。
(2) 市場の婆求事項 (Needsof Market)を充足させる教育
卒業と同時に現場の仕事 (ex.技術分野別の明細書の作成，特許審判・訴訟業務
の遂行等)を直ちに行うことのできる実務総力の養成
(3) 国際約な水準の特許・知的財産権法学の教育
国際的な感覚をもって外悶との特許・知的財産権の紛争を解決できる能力を養成
しなければならない。
ウ. 口ースクールにおける特許・知的財産権法学の教育システム
(1) 分野別の現場の専門家を最大限活用するネットワークシステムの犠築
@ 特許庁の審査・審判官，特許法院の判事および技術審理官，大団地域の弁理
土・特許専門弁護士，企業の特許管理部署の専門家，大徳研究団地の研究所の
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技術分野別の専門研究員等を兼任教授・講師として招勝・活用する産・学・
研・官の協力による教育・訓練システムの構築
@ 地域の特許事務所，法務法人，特許庁，特許法院等で関連実務を習う intem-
ship制度の運営
@ 環境法・情報通信法・資源法・エネノレギ一法等の様々で均衡のとれた科学技
術法分野の学習機会の付与，現場適応力の強化
(2) 知的財産権法研究センターの鉱大・強化と知的財産権情報・実習センターの設置・
運営
特許・知的財産権法研究センターの機能を拡大・強化し，知的財康権情報・実習
センタ-{:'設置・運営して，知的財産権情報の活用能力を強化しなければならな
し、。
(3) 外国の著名大学および研究所との交流
外由人の専門家主?招聴い外国の大学と学生・教授を交流・研修して外国の知的
財産権法の知識を直接習得できるようにし，
外国特許・知的財産権業務処理能力および国際的な特許・知的財産権紛争の解決
能力を溜養して，国際競争力を備えるようにする。
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